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第１．事業の概要

農産物価格の低迷、農業従事者の減少･高齢化の進行とこれに伴う遊休農地の増加等

厳しい状況のもと、農業経営の規模の拡大、農用地の集団化及び新規参入の促進等によ

る農用地の利用の効率化及び高度化の促進を図ることによって農業生産性の向上に資す

るために、効率的かつ安定的な農業経営を維持・志向する意欲ある担い手等に優良農地

を集積することはもとより、耕作放棄地の保全・管理を通して担い手に農地を提供し、

また、相談から就農までの各段階での支援を強化することにより新鮮な感覚と知識、発

想を持った若い農業者を育てるとともに、新たに職を求める人達を農業の担い手として

受け入れること等により島根農業の体質強化に努めた。

さらに、中海干拓揖屋・安来地区農地の貸付け及び飼料畑等の農業生産基盤の整備事

業等にも積極的に取り組み、本県農業の振興に努力した。

特に、農地中間管理事業の推進に当たっては、平成２７年度から８名、平成２９年度

には更に２名増員した農地集積推進員を各地域に配置し、地域や集落に対して事業の必

要性の浸透を図り、もって、県内全域でこの事業による担い手への農地の利用集積を積

極的に進めた。

１．農地中間管理事業等

本県の農業・農村を取り巻く状況は、過疎、高齢化の進行による担い手不足、農地

の荒廃・遊休化等深刻な現状に直面しており、これを解決するため農業に取り組む意

欲と能力を持つ経営体の農業経営の規模拡大、農用地の集団化等農用地の利用の効率

化及び高度化の促進を図り、安定的な農業経営体を確保・育成することが緊急かつ重

要な課題となっている。

このような状況の中で、農用地の利用集積を効率的に行うため、農地集積推進員を

中心に市町村、農業委員会、農地利用集積円滑化団体等と連携・調整を図りながら事

業推進を行った。

具体的には、市町村等と協力し、農地集積推進員が農業委員、最適化推進委員と直

接農業者に対して事業推進・個別相談の実施を行った。

また、島根支局、県、県段階関係機関の協力・支援のもとに、市町村・農業委員会

並びに円滑化団体に対する事業推進、事業調整、意見交換等の巡回活動、「島根県農地
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中間管理事業等推進会議」及び「農地中間管理事業研修会」を各々２回開催し、事業

推進等を行ったことで、地域の円滑な土地利用調整に貢献した。

さらに、農地中間管理事業重点地区に対して、意見交換、事業推進、事業調整等の

活動を実施した。

なお、本年度実施した各事業の概要は次のとおりである。

（１）農地中間管理事業

公募は、２２５件９３２．０㌶であった。

借入れは、２，１５７件９６８．５㌶であり、貸付けは、２６９件８３９．０

㌶であった。

この結果、本年度末時点の保有量は借入では、６，４９２件３，１５７．４㌶、

貸付けでは、４６７件２，７３１．１㌶となった。

（２）農地売買等事業

買入れは、１５件６．０㌶であり、売渡しは、１８件９．４㌶であった。

２．中海干拓農地保有合理化促進事業

干拓農地については、各市、各市農業委員会及び関係機関等の協力を得て公社保有

地の売渡し及び長期貸付の推進に努めた。この結果、長期貸付を除いた公社保有農地

は、揖屋地区１．６㌶、安来地区８．５㌶で、合計１０．１㌶となった。

また、Ｕ・Ｉターン者の就農促進のための県内外の新規就農相談会、農外企業参入

説明会及び揖屋・安来地区での現地相談会により農地情報の提供とＰＲ活動を実施し、

売渡及び貸付の促進に努めた。

３．飼料畑等の農業生産基盤整備事業

１．草地畜産基盤整備事業

（１）隠岐島後地区

隠岐の島町、大谷団地、箕浦団地及び岬２団地においては草地造成改良、放牧

用林地、道路、雑用水施設、隔障物及び放牧馴致施設の整備を行った。

（２）隠岐島前Ⅱ地区

海士町、福井団地及び知々井団地において草地造成改良、野草地及び隔障物の

整備と、福井団地において施設用地測量設計及び畜舎設計を行った。
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西ノ島町、浦郷団地、別府団地において野草地及び隔障物の整備を行った。

知夫村、古海団地において野草地及び雑用水施設の整備を行った。

４．青年農業者等の確保育成に関する事業

青年農業者等の確保育成については、次代を担う優れた新規就農者の確保及び育成

を図るため、農業や就農に関する情報を幅広く発信するとともに、就農希望者に対し

て農業体験・研修の機会を提供する等、就農の段階に応じた支援を実施した。併せて、

雇用による就農機会の拡大を図るため、関係機関と連携して無料職業紹介事業に取り

組み、求人者の雇用確保及び雇用就農希望者の就農を支援した。平成２１年度から設

置している就業プランナーを、本年度も継続して２名配置し、県内外で定期的に本県

独自の就業相談会を開催し、Ｕ・Ｉターン希望者及び新規就業希望者に対して積極的

な就業支援活動を行った。その結果、新規の相談者数は３５５人、相談件数（延べ件

数）は９８７件となり、前年度に比べ微増した。

公社単独事業のうち、新規就農青年等研究活動支援事業では、前年度以前の新規就

農者３２人に研究活動費の一部を助成するとともに、本年１月に新規就農激励会を実

施した。

県内の農業系専門学科のある５高校を対象に取り組んでいる「地域の若い農業者育

成・定着事業」については、農業高校と地域や関係機関との連携を図り、農業高校生

が着実に地域で就農できる体制づくりを進めた。

平成２９年度から、新たに広域連携コーディネーターを東西各１名配置し、中山間

地域等における集落の維持・活性化のために複数の集落営農組織の連携による広域連

携組織の設立等を総合的に支援した。
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第２．監 査 会

期 日 平成２９年６月２日

監 事 数 ２名 出席監事 ２名

監査事項 平成２８年度事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表及び正味

財産増減計算書）及び計算書類の附属明細書並びに財産目録について監査し、

いずれも適正と認定

第３．理 事 会

１．第１６回理事会 平成２９年６月７日

○ 理事数 ７名 出席理事 ７名

○ 議事及び議決状況

第１号議案 平成２８年度事業報告及び附属明細書の承認について
原案どおり議決

第２号議案 平成２８年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び附
属明細書並びに財産目録の承認について

原案どおり議決
第３号議案 第７回評議員会へ提出する理事の任期満了に伴う後任の理事の候補者

について
原案どおり議決

第４号議案 第７回評議員会へ提出する評議員の辞任に伴う後任の評議員の候補者
について

原案どおり議決
第５号議案 第７回評議員会の招集について

原案どおり議決

○ 報 告 事 項

（１）理事長、専務理事の職務の執行状況等

２．第１７回理事会 平成２９年６月２３日

○ 理事数 ７名 出席理事 ６名

○ 議事及び議決状況

第１号議案 代表理事の選定について

島田一嗣理事及び曽田謙一郎理事を選定し議決

第２号議案 理事長及び専務理事の選定について

島田一嗣代表理事を理事長に、曽田謙一郎代表理事を専務理事に

選定し議決

第３号議案 事務局長の退職に伴う後任の事務局長の採用について

原案どおり議決

２．第１８回理事会 平成３０年３月２０日

○ 理事数 ７名 出席理事 ７名

○ 議事及び議決状況

第１号議案 平成２９年度事業計画の変更及び収支予算の補正について

原案どおり議決
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第２号議案 平成３０年度事業計画及び収支予算について

原案どおり議決

第３号議案 平成３０年度資金調達及び設備投資の見込みについて

原案どおり議決

第４号議案 平成３０年度取引金融機関について

原案どおり議決

第５号議案 平成３０年度常勤役員の報酬及び賞与について

原案どおり議決

第６号議案 組織規則等の一部改正について

原案どおり議決

○ 報 告 事 項

（１）理事長、専務理事の職務の執行状況等

第４．評議員会

１．第７回評議員会 平成２９年６月２３日

○ 評議員数 ７名 出席評議員 ５名 欠席評議員 ２名

○ 議事及び議決状況

第１号議案 平成２８年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び財

産目録の承認について

原案どおり議決

第２号議案 理事の任期満了に伴う後任の理事の選任について

原案どおり議決

第３号議案 評議員の辞任に伴う後任の評議員の補欠選任について

原案どおり議決

○ 報 告 事 項

（１）平成２８年度事業報告について

（２）平成２８年度事業計画及び収支予算の変更について

（３）平成２９年度事業計画及び収支予算について
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第５．構 成

１．評 議 員

評 議 員 の 異 動
区 分 年 度 当 初 年度末現在

就 任 退 任

H29.6.23 H29.6.23
評 議 員 ７ 影山 喜一 反田 陽一 ７

森上 浩平 栗原 一郎
足立 和彦 田和 貢

（再任の評議員については、 評議員の異動欄に記載していない。）

２．役 員

役 員 の 異 動
区 分 年 度 当 初 年度末現在

就 任 退 任

（代表理事）
理 事 長

１ １

（代表理事）
H29.6.23 H29.6.23

専 務 理 事
１ 曽田 謙一郎 松本 公一 １

理 事 ５ ５

計 ７ ７

監 事 ２ ２

役 員 合 計 ９ ９

（再任の役員については、 役員の異動欄に記載していない。）
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３．職 員

区 分 年 度 当 初 採 用 退 職 年度末現在

事 務 局 長 １ － － １

総務企画課 １ － － １

農業振興課 ４ － － ４
（内、農地集 （３） （－） （－） （３）
積推進室）

就農促進課 １ － － １

干拓農地課 １ － － １

計 ８ － － ８

事務局長及び総務企画課長は専務理事の兼務
他に嘱託職員２５名、臨時職員２名（平成３０年３月３１日現在）

（人事異動があっても増減がない場合は、記載省略）

４．基 本 財 産 （単位：千円）

区 分 前年度末現在高 当年度増加額 当年度減少額 本年度末現在高

基 本 財 産 228,700 － － 228,700
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第６．事業の実績

１．農地中間管理事業等

１．農地中間管理事業
（１）公 募

市町村名
経 営 体 数 借 受 希 望 面 積

備 考
Ｈ２９ 累 計 Ｈ２９ 累 計

件 件 ｈa ｈa
松 江 市 30 154 68.08 457.46
安 来 市 15 68 162.50 801.24
雲 南 市 5 29 48.50 216.90
奥出雲町 7 24 53.00 156.80
飯 南 町 5 37 4.47 274.90
出 雲 市 64 427 296.40 2,362.87
大 田 市 23 97 38.90 180.28
川 本 町 2 10 2.56 25.02
美 郷 町 1 5 60.00 62.55
邑 南 町 10 53 53.20 184.32
江 津 市 0 39 0.00 299.90
浜 田 市 14 29 75.40 139.10
益 田 市 26 57 36.23 131.20
津和野町 11 22 15.76 25.26
吉 賀 町 5 47 7.46 114.72
海 士 町 0 1 0.00 23.00
隠岐の島町 7 48 9.50 130.70

計 225 1,147 931.96 5,586.22

（２）借 入 れ

市町村名 農 地 施 設 用 地 計 備 考
件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額

件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円
松 江 市 353 155.7 4,265 353 155.7 4,265

689kg 689㎏
安 来 市 272 148.2 7,975 272 148.2 7,975

1,803㎏ 1,803㎏
雲 南 市 209 93.3 3,890 209 93.3 3,890

2,599㎏ 2,599㎏
奥出雲町 45 26.2 2,598 45 26.2 2,598
飯 南 町 45 39.3 54 45 39.3 54

17,185㎏ 17,185㎏
出 雲 市 732 322.4 12,168 732 322.4 12,168
大 田 市 127 40.6 412 127 40.6 412

3,587㎏ 3,587㎏
川 本 町 26 16.7 469 26 16.7 469
邑 南 町 18 7.9 23 18 7.9 23

210㎏ 210㎏
江 津 市 55 11.4 225 55 11.4 225
浜 田 市 71 31.6 962 71 31.6 962
益 田 市 133 46.8 1,730 133 46.8 1,730

660㎏ 660㎏
津和野町 41 20.0 0 41 20.0 0
吉 賀 町 3 1.7 0 3 1.7 0

484㎏ 484㎏
隠岐の島町 27 6.7 88 27 6.7 88

291㎏ 291㎏
計 2,157 968.5 34,859 2,157 968.5 34,859

27,508㎏ 27,508㎏
※金額欄の下段は物納（玄米）
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（３）貸 付 け

市町村名 農 地 施 設 用 地 計 備 考
件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額

件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円

松 江 市 34 135.2 4,370 34 135.2 4,370

1,187㎏ 1,187㎏

安 来 市 19 103.3 5,658 19 103.3 5,658

938㎏ 938㎏

雲 南 市 12 81.4 3,488 12 81.4 3,488

2,862㎏ 2,862㎏

奥出雲町 2 0.9 79 2 0.9 79

飯 南 町 3 4.1 0 3 4.1 0

984kg 984kg

出 雲 市 121 328.9 12,361 121 328.9 12,361

大 田 市 26 51.0 769 26 51.0 769

3,257kg 3,257kg

川 本 町 4 19.2 472 4 19.2 472

邑 南 町 4 4.1 0 4 4.1 0

60㎏ 60㎏

江 津 市 6 9.7 209 6 9.7 209

浜 田 市 5 19.1 128 5 19.1 128

益 田 市 18 53.1 2,038 18 53.1 2,038

90㎏ 90㎏

津和野町 2 1.5 0 2 1.5 0

吉 賀 町 1 0.2 10 1 0.2 10

隠岐の島町 12 27.3 480 12 27.3 480

2,589㎏ 2,589㎏

計 269 839.0 30,062 269 839.0 30,062

11,967㎏ 11,967㎏

※金額の下段は物納(玄米等)
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２．特例事業（農地売買等事業）
（１）売買事業
１）買 入 れ

ａ．農地売買等支援事業（担い手支援タイプ）

市町村名 農 地 未 墾 地 計 備 考
件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額

件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円

出 雲 市 9 4.3 19,487 9 4.3 19,487

大 田 市 4 0.6 1,581 4 0.6 1,581

益 田 市 1 0.5 5,000 1 0.5 5,000

計 13 5.4 26,068 13 5.4 26,068

ｂ．農業者支援農地売買事業

市町村名 農 地 未 墾 地 計 備 考
件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額

件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円

奥出雲町 1 0.5 1,300 1 0.5 1,300

浜 田 市 1 0.1 47 1 0.1 47

計 2 0.6 1,347 2 0.6 1,347

２）売 渡 し

ａ．農地売買等支援事業（担い手支援タイプ）

市町村名 農 地 未 墾 地 計 備 考
件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額

件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円
飯 南 町 1 0.8 2,391 1 0.8 2,391
奥出雲町 1 0.9 2,211 1 0.9 2,211
出 雲 市 11 5.5 27,781 11 5.5 27,781
大 田 市 1 0.6 1,589 1 0.6 1,589
浜 田 市 1 0.5 1,197 1 0.5 1,197
益 田 市 1 0.5 5,025 1 0.5 5,025

計 16 8.8 40,194 16 8.8 40,194

b．農業者支援農地売買事業

市町村名 農 地 未 墾 地 計 備 考
件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額 件数 面 積 金 額

件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円 件 ｈａ 千円
奥出雲町 1 0.5 1,320 1 0.5 1,320
浜 田 市 1 0.1 47 1 0.1 47

計 2 0.6 1,367 2 0.6 1,367
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３．平成２９年度末用地の保有状況

区分 事 業 区 分 件 数 面 積 金 額 備 考

件 ｈａ 千円
買 売 買 支 援 事 業 用 地 0 0.0 0

入 合 理 化 促 進 事 業 用 地 0 0.0 0
地 特 定 事 業 用 地 21 12.9 86,391

計 21 12.9 86,391

借 入 6,492 3,157.4 年額 147,170

玄米 51,241kg

農地中間管理事業用地 貸 付 467 2,731.1 年額 133,230

玄米 27,299kg

借

未貸付 943 426.3 年額 13,940

玄米 23,942kg

年額 416

農地売買等支援事業 借 入 15 9.3 米 0㎏
（担い手支援タイプ用地） 年額 416

入 賃 借 料 貸 付 4 9.3 米 0㎏

年 払 年額 416

（年 払 計）
借 入 15 9.3 米 0㎏

年額 416

貸 付 4 9.3 米 0㎏

前払残額 297

農 農地売買等支援事業 借 入 8 1.0
（担い手支援タイプ用地） 年額 99

賃 借 料 貸 付 1 1.0

一括前払 前払残額 297

（一括前払計）
借 入 8 1.0

年額 99

地 貸 付 1 1.0

借 入 6,515 3,167.7

計 貸 付 472 2,741.4

未貸付 943 426.3
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２．中海干拓農地保有合理化促進事業
 １農地売渡等事業
  (1)売渡し

件 ha 千円

揖屋 0 0 0
安来 0 0 0
計 0 0 0
揖屋 0 0 0
安来 0 0 0
計 0 0 0

  (2)長期貸付

件 ha

揖屋 1 0.7 長期貸付
安来 2 3.1    〃
計 3 3.8
揖屋 1 0.7
安来 2 3.1
計 3 3.8

  (3)平成２９度末保有状況

ha ha ha ha

202.8 194.4 6.8 1.6
18.0 18.0 0.0 0.0
7.5 7.5 0.0 0.0

228.3 219.9 6.8 1.6
73.9 40.2 25.2 8.5
33.7 33.7 0.0 0.0
24.2 24.2 0.0 0.0
6.6 6.6 0.0 0.0

138.4 104.7 25.2 8.5
276.7 234.6 32.0 10.1
51.7 51.7 0.0 0.0
24.2 24.2 0.0 0.0
14.1 14.1 0.0 0.0
366.7 324.6 32.0 10.1

計

合 計

農 地
共同利用施設用地
そ の 他
旧 暫 定 水 源 用 地

計

揖 屋 地 区
農 地
共同利用施設用地
旧 暫 定 水 源 用 地

計

安 来 地 区

農 地
共同利用施設用地
そ の 他
旧 暫 定 水 源 用 地

          区分
地区

用      途 取得面積 売渡面積 保有面積長期貸付面積

農 地

合 計

金  額

          項目
種別

地区 件数 面  積

農 地

合 計

備     考

備           考

          項目
種別

地区 件数 面  積
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第３．飼料畑等の農業生産基盤整備事業

１．草地畜産基盤整備事業

（１）隠岐島後地区

実 施 地 域 ： 隠岐郡隠岐の島町
参 加 戸 数 ： ５戸
事 業 内 容 ：

　（平成２４年度～平成２９年度）

事業量 事業費
千円

0.36 665 0.36 665

90.72 131,586 72.72 97,198 18.00 34,388

0.25 4,788 0.25 4,788

3,397 186,578 3,397 161,209 25,369

2 8,476 2 8,476

5 2,594 4 2,397 1 197

334,687 274,068 60,619

13,415 45,926 11,205 34,956 2,210 10,970

1 32,039 1 32,039

1 6,878 1 6,878

8 5,447 7 4,298 1 1,149

90,290 78,171 12,119

424,977 352,239 72,738

32,210 32,210

9,126 7,674 1,452

32,608 27,424 5,184

498,921 419,547 79,374

4,975 4,183 792

503,896 423,730 80,166
注）： (　) 書きは、平成２４年度からの繰越で内数

備     考

附 帯 事 務 費

総 計

施 設 用 地
造 成 整 備

ha

計

測 量 試 験 費

工 事 雑 費

一 般 管 理 費

合 計

箇所

小　計　

小　計　

利
用
施
設
整
備

隔 障 物 整 備 ｍ

家 畜 保 護
施 設 整 備

棟

家畜排せつ物
処理施設整備

道 路 整 備 ｍ

棟

放 牧 馴 致
施 設 整 備

用 排 水
施 設 整 備

箇所

雑 用 水
施 設 整 備

箇所

全　　　体 前年度まで 平成２９年度

放 牧 用
林 地 整 備

ha

草地造成改良 ha

事業量 事業費 事業量 事業費

工
　
　
　
　
　
　
事
　
　
　
　
　
　
費

基
 
本
 
施
 
設
 
整
 
備

千円 千円 

工　　　　種
単
位
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（２）隠岐島前Ⅱ地区

実 施 地 域 ： 隠岐郡海士町、西ノ島町、知夫村
参 加 戸 数 ： ５戸
事 業 内 容 ：

　（平成２６年度～平成３０年度）

事業量 事業費
千円

0.97 4,979 0.37 2,371 0.60 2,608

0.42 1,600 0.42 1,600

98.50 288,311 71.90 150,636 18.50 57,535 8.10 80,140

3 1,256 2 1,040 1 216

0.20 13,800 0.20 13,800

309,946 155,647 60,359 93,940

14,682 59,168 12,372 49,925 1,700 6,544 610 2,699

2 91,115 1 57,965 1 33,150

3 1,660 1 427 2 1,233

151,943 108,317 6,544 37,082

461,889 263,964 66,903 131,022

35,983 30,930 4,053 1,000

9,943 5,890 1,415 2,638

35,522 21,038 5,062 9,422

543,337 321,822 77,433 144,082

5,414 3,206 772 1,436

548,751 325,028 78,205 145,518
注）： (　) 書きは、平成２６年度からの繰越で内数

総 計

千円 

草地造成改良

利
用
施
設
整
備

放 牧 馴 致
施 設 整 備

箇所

小　計　

工 事 雑 費

一 般 管 理 費

合 計

翌年度以降
事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

工　　　　種
単
位

全　　　体 前年度まで 平成２９年度

工
　
　
　
　
　
　
事
　
　
　
　
　
　
費

基
 
本
 
施
 
設
 
整
 
備

千円 千円 

草地整備改良

附 帯 事 務 費

測 量 試 験 費

計

施 設 用 地
造 成 整 備

ha

小　計　

隔 障 物 整 備 ｍ

家 畜 保 護
施 設 整 備

棟

ha

野 草 地
整 備 改 良

ha

雑 用 水
施 設 整 備

箇所

ha
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４．青年農業者等の確保育成に関する事業

１．新規就農青年等研究活動支援事業
前年度の新規就農者が課題解決を図るため、自主的な研究活動に取り組む経費の一部を助成すると

ともに、新規就農激励会を開催した。

項 目 事 業 費 備 考

千円

新規就農青年研究活動費 １,５８９ 助成対象32名

新規就農青年激励会及び交流会 ２０９ 開催経費等(1/31あすてらす)

合 計 １,７９８

２．先進地留学研修事業
就農意欲の醸成・向上を図るため、就農志向のある農業系専門学科の高校生を先進地へ派遣するた

めの経費の一部を助成した。

項 目 事 業 費 備 考

千円

国内先進地派遣経費助成 １９１ 県内農業系高校（3校）、助成対象7名

３．農村青少年クラブ等活動促進事業
優れた農業後継者を育成確保し、仲間づくりと経営意欲の向上を図るため、集団活動を行う農村青

少年及び農村女性組織に活動費を助成した。

項 目 事 業 費 備 考

千円

活動費助成 ７００ 140,000円×5組織

４．担い手育成対策推進事業
Ｕ・Ｉターン希望者をはじめ就農希望者に対し、本県農業のＰＲや就農情報の提供を行うとともに、

就農相談員による個別相談等を実施した。

項 目 事 業 費 備 考

千円
①就農支援活動の推進、就農 ４,８２９ 就農相談活動の実施等及び就農啓発活動の実施
情報交換会の開催等

②就農相談活動の実施 １,００４ 新農業人フェア等への参画（計6回､東京2回､大
阪1回､名古屋1回､福岡1回､広島1回）、相談件数
集計・分析

合 計 ５,８３３

５．２１世紀新農業担い手育成確保事業
２１世紀のしまね農業を担う新規就農者の確保育成を図るため、現地駐在員による新規就農相談及

び島根の農業に関する情報発信等を行った。

項 目 事 業 費 備 考
千円

①担い手対策推進事業 ７,５９３ 担い手育成対策推進員設置経費
②駐在相談員設置事業 １,９５５ 現地就農相談業務を行う駐在員の設置経費
③担い手情報収集支援事業 ９０１ しまね農業に関する情報の集約、提供
④農業者育成会議派遣事業 ９８ 青年農業者組織代表者を全国会議へ派遣

合 計 １０,５４７
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６．地域の若い農業者育成・定着事業（農業高校生を主体とした地元への就農対策）
県内５農業系高校（松江農林、出雲農林、邇摩、矢上、益田翔陽）と地域や関係機関との連携を

深め、農業高校生が着実に地域で就農できる体制づくりを進めた。

項 目 事 業 費 備 考

千円

地域農業の担い手育成支援費、 ３,０００ 地区会議の開催(5地区)、インターシップ研修支

コーディネーター設置費及び 援、高校生と先進農家との交流会（9/12大田市）、

活動費 チャレンジショップ研修の実施(12/9くにびきメ

ッセ、1/17～18東急東横店)

７．新規就農者総合対策事業
本県農林水産業にとって、将来の担い手となる新規就業者の確保・育成は、喫緊の課題となって

いる。このため、相談～研修～就農の各段階での支援を強化することによって、県内外の農林水産

業志向者に対する就業支援活動を行った。

項 目 事 業 費 備 考

千円

①就業プランナーの設置、就業 １３,９７４ 県内東部と西部に就業プランナーを設置、県外

相談会開催、島根農林水産業 就業相談会の開催(計13回、東京4回、大阪5回、

のPR強化等 広島3回、水戸2回)、就業情報の積極的な発信

②しまね農業体験プログラムの ４７４ 体験者13組16名

実施

合 計 １４,４４８

８．集落営農体制強化事業
中山間地域等における集落の維持・活性化のために複数の集落営農組織の連携による広域連携組

織の設立等を総合的に支援した。

項 目 事 業 費 備 考

千円

広域連携コーディネーターの ９,３３１ 県内東部と西部に広域連携コーディネーターを

設置、広域連携組織の設立支 設置、対象地域リストアップ、広域連携組織化

援等 等への支援、先進事例調査
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